
議案第  号 

 

川崎市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

川崎市介護保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

令和３年 ２ 月１５日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 

 

川崎市介護保険条例の一部を改正する条例 

川崎市介護保険条例（平成１２年川崎市条例第２５号）の一部を次のように

改正する。 

第８条第１項中「平成３０年度から令和２年度まで」を「令和３年度から令

和５年度まで」に改め、同項第１号及び第２号中「３４，９５０円」を「３７，

８９０円」に改め、同項第３号中「４５，４３５円」を「４９，２５７円」に

改め、同項第４号中「５２，４２５円」を「５６，８３５円」に改め、同項第

５号中「６２，９１０円」を「６８，２０２円」に改め、同項第６号中「６９，

９００円」を「７５，７８０円」に改め、同項第７号中「８０，３８５円」を

「８７，１４７円」に改め、同号ア中「第３５条の２第１項」の次に「、第３

５条の３第１項」を加え、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ、第

１４号イ又は第１５号イ」に改め、同項第８号中「８７，３７５円」を「９４，

７２５円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ、第１４号

イ又は第１５号イ」に改め、同項第９号中「１０４，８５０円」を「１１３，

６７０円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ、第１４号

イ又は第１５号イ」に改め、同項第１０号中「１１１，８４０円」を「１２５，
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「令和３年度から令和５年度まで」に、「２７，９６０円」を「３０，３１２

円」に改め、同条第４項中「令和２年度」を「令和３年度から令和５年度まで」

に、「４８，９３０円」を「５３，０４６円」に改める。 

第１２条第４項中「若しくは第１３号イ」を「、第１３号イ、第１４号イ若

しくは第１５号イ」に改める。 

附則第４３項を附則第４６項とし、附則第４２項の次に次の見出し及び３項

を加える。 

（令和３年度から令和５年度までの保険料率の算定に関する基準の特例） 

４３ 第１号被保険者のうち、令和２年の合計所得金額に所得税法（昭和４０

年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得又は同法第３５条第３

項に規定する公的年金等に係る所得が含まれている者の令和３年度における

保険料率の算定についての第８条第１項（第７号ア、第８号ア、第９号ア、

第１０号ア、第１１号ア、第１２号ア、第１３号ア、第１４号ア及び第１５

号アに係る部分に限る。）の規定の適用については、同項第７号ア中「規定

する合計所得金額（」とあるのは「規定する合計所得金額をいい、所得税法

（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得及び同法第

３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得の合計額については、同法第

２８条第２項の規定によって計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の

規定によって計算した金額の合計額から１０万円を控除して得た額（当該額

が零を下回る場合には、零とする。）によるものとし、」と、「する。以下

同じ。）をいい」とあるのは「し」とする。 

４４ 前項の規定は、令和４年度における保険料率の算定について準用する。

この場合において、同項中「令和２年」とあるのは、「令和３年」と読み替

えるものとする。 

４５ 第４３項の規定は、令和５年度における保険料率の算定について準用す

０３７円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ、第１４号

イ又は第１５号イ」に改め、同項第１１号中「１１８，８３０円」を「１３２，

６１５円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ、第１４号

イ又は第１５号イ」に改め、同項第１２号中「１３２，８１０円」を「１５１，

５６０円」に改め、同号イ中「又は次号イ」を「、次号イ、第１４号イ又は第

１５号イ」に改め、同項第１３号中「１４６，７９０円」を「１６６，７１６

円」に改め、同号イ中「部分を除く。）」の次に「、次号イ又は第１５号イ」

を加え、同項第１４号中「１６０，７７０円」を「２１２，１８４円」に改め、

同号を同項第１６号とし、同項第１３号の次に次の２号を加える。 

 ⒁ 次のいずれかに該当する者 １８１，８７２円 

ア 合計所得金額が１０，０００，０００円以上１５，０００，０００円

未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（政令

第３９条第１項第１号イ（同号イ⑴に係る部分を除く。）又は次号イに

該当する者を除く。） 

 ⒂ 次のいずれかに該当する者 １９７，０２８円 

ア 合計所得金額が１５，０００，０００円以上２０，０００，０００円

未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（政令

第３９条第１項第１号イ（同号イ⑴に係る部分を除く。）に該当する者

を除く。） 

第８条第２項中「令和２年度」を「令和３年度から令和５年度まで」に、「２

０，９７０円」を「２２，７３４円」に改め、同条第３項中「令和２年度」を



「令和３年度から令和５年度まで」に、「２７，９６０円」を「３０，３１２

円」に改め、同条第４項中「令和２年度」を「令和３年度から令和５年度まで」

に、「４８，９３０円」を「５３，０４６円」に改める。 

第１２条第４項中「若しくは第１３号イ」を「、第１３号イ、第１４号イ若

しくは第１５号イ」に改める。 

附則第４３項を附則第４６項とし、附則第４２項の次に次の見出し及び３項

を加える。 

（令和３年度から令和５年度までの保険料率の算定に関する基準の特例） 

４３ 第１号被保険者のうち、令和２年の合計所得金額に所得税法（昭和４０

年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得又は同法第３５条第３

項に規定する公的年金等に係る所得が含まれている者の令和３年度における

保険料率の算定についての第８条第１項（第７号ア、第８号ア、第９号ア、

第１０号ア、第１１号ア、第１２号ア、第１３号ア、第１４号ア及び第１５

号アに係る部分に限る。）の規定の適用については、同項第７号ア中「規定

する合計所得金額（」とあるのは「規定する合計所得金額をいい、所得税法

（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得及び同法第

３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得の合計額については、同法第

２８条第２項の規定によって計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の

規定によって計算した金額の合計額から１０万円を控除して得た額（当該額

が零を下回る場合には、零とする。）によるものとし、」と、「する。以下

同じ。）をいい」とあるのは「し」とする。 

４４ 前項の規定は、令和４年度における保険料率の算定について準用する。

この場合において、同項中「令和２年」とあるのは、「令和３年」と読み替

えるものとする。 

４５ 第４３項の規定は、令和５年度における保険料率の算定について準用す

０３７円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ、第１４号

イ又は第１５号イ」に改め、同項第１１号中「１１８，８３０円」を「１３２，

６１５円」に改め、同号イ中「又は第１３号イ」を「、第１３号イ、第１４号

イ又は第１５号イ」に改め、同項第１２号中「１３２，８１０円」を「１５１，

５６０円」に改め、同号イ中「又は次号イ」を「、次号イ、第１４号イ又は第

１５号イ」に改め、同項第１３号中「１４６，７９０円」を「１６６，７１６

円」に改め、同号イ中「部分を除く。）」の次に「、次号イ又は第１５号イ」

を加え、同項第１４号中「１６０，７７０円」を「２１２，１８４円」に改め、

同号を同項第１６号とし、同項第１３号の次に次の２号を加える。 

 ⒁ 次のいずれかに該当する者 １８１，８７２円 

ア 合計所得金額が１０，０００，０００円以上１５，０００，０００円

未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（政令

第３９条第１項第１号イ（同号イ⑴に係る部分を除く。）又は次号イに

該当する者を除く。） 

 ⒂ 次のいずれかに該当する者 １９７，０２８円 

ア 合計所得金額が１５，０００，０００円以上２０，０００，０００円

未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しない者 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（政令

第３９条第１項第１号イ（同号イ⑴に係る部分を除く。）に該当する者

を除く。） 

第８条第２項中「令和２年度」を「令和３年度から令和５年度まで」に、「２

０，９７０円」を「２２，７３４円」に改め、同条第３項中「令和２年度」を



る。この場合において、同項中「令和２年」とあるのは、「令和４年」と読

み替えるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の条例の規定は、令和３年度分の保険料から適用し、令和２年度分

までの保険料については、なお従前の例による。 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料率を定めること等の

ため、この条例を制定するものである。 


